
令和６年度寒河江市高圧・特別高圧電気料高騰対策支援金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、電気料高騰による影響を強く受け、厳しい経営環境に置か

れている、大量の電力を必要とする市内の製造業事業者を支援するため、予算

の範囲内において支援金を交付することに関し、寒河江市補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する規則（平成６年寒河江市規則第１７号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 製造業事業者 日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）に

おける製造業を主たる事業とする事業者をいう。 

⑵ 高圧電力 電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９年通商産業省

令第５２号）第２条第１項第２号に規定する高圧をいう。 

⑶ 特別高圧電力 電気設備に関する技術基準を定める省令第２条第１項第

３号に規定する特別高圧をいう。 

（交付対象者） 

第３条 支援金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する事業者

とする。 

⑴ 市内に事業所を有し、小売電気事業者との契約により高圧電力又は特別高

圧電力の供給を受ける製造業事業者であること。 

⑵ 令和６年１月から同年１０月までの期間（以下「対象期間」という。）に

おける１か月当たりの平均使用電力量が１万キロワット時以上の事業者又は

特別高圧電力の供給を受ける事業者であること。 



⑶ 今後も事業継続の意思があること。 

⑷ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第 

１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を行う事業者ではな

いこと。 

⑸ 寒河江市暴力団排除条例（平成２４年市条例第１６号）第２条第２号に規

定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団員等が経営又は運営に実質

的に関与していないこと。 

⑹ 市税等の滞納がない又は納税相談をしていること。 

（支援金の額） 

第４条 支援金の額は、契約電力及び対象期間における１か月当たりの平均使用

電力量に応じて、別表に掲げるとおりとする。 

２ 前項の場合において、市内に複数の事業所を有する事業者にあっては、当該

複数事業所の使用電力量の合計により算出するものとする。ただし、支援金の

額は、２１４万円を上限とする。 

（支援金交付申請書兼実績報告書） 

第５条 支援金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、規則

第５条の規定にかかわらず、令和６年度寒河江市高圧・特別高圧電気料高騰対

策支援金交付申請書兼請求書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 対象期間における契約電力、使用電力量及び使用場所が確認できる書類 

⑵ 市税等の納付状況の調査に係る同意書（様式第２号） 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 申請書を提出することができる期間は、市長が別に定める期間とする。 

（支援金の交付の決定等） 

第６条 市長は、申請書の提出があったときは、当該申請に係る書類等の審査に



より、当該申請に係る支援金の交付の可否を決定し、令和６年度寒河江市高圧・

特別高圧電気料高騰対策支援金交付決定兼額の確定通知書（様式第３号）又は

令和６年度寒河江市高圧・特別高圧電気料高騰対策支援金不交付決定通知書（様

式第４号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、申請書の提出があった場合は規則第１４条の規定による報告とみな

し、前項の規定により支援金の交付の決定を行ったときは規則第１５条に規定

する額の確定を行ったものとみなす。 

（帳簿等の保管） 

第７条  規則第２２条に規定する帳簿及び証拠書類は、補助対象事業が完了した

日が属する年度の翌年度の４月１日から起算して５年間保管しなければならな

い。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和７年２月５日から施行する。 

別表 

契約電力 平均使用電力量 支援金の額 

高圧電力 

１万 kwh以上  ２万 kwh未満 １０万円 

２万 kwh以上  ４万 kwh未満 ２０万円 

４万 kwh以上  ６万 kwh未満 ４０万円 

６万 kwh以上 １０万 kwh未満 ６０万円 

１０万 kwh以上 １００万円 

特別高圧電力 一律 ２１４万円 

 


